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5月15日、宮崎公共職業安定所は

平成31年3月新規高等学校卒業予定

者の採用・選考に係る求人受理説

明会をJAアズムホールにて開催。

当説明会は、高校求人のハロー

ワーク受付が6月1日に開始される

のに合わせ、高校の進路指導担当

者や企業の採用担当者に対し、新

規高卒者を対象とした採用・選考

スケジュール、応募・推薦の取扱、

求人申込手続の留意事項等につい

ての説明を行っているものです。

県内では宮崎市の他に延岡市、都

城市でも毎年開催しております。

高校からは28校78名、企業から

は241社というたくさんの方にご

参加いただきました。参加者は、
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平成29年に管内4つの労働基準

監督署が実施した定期監督等の結

果を取りまとめました。定期監督

等した1070事業場のうち672事業

場で労働基準法や労働安全衛生法、

最低賃金法等の違反を確認し、違

反の是正を指導しました。この他、

重大・悪質な労働基準法などの法

違反を認めた15件の事業場を宮崎

地方検察庁へ書類送検しました。

平成29年は、月80時間を超える

時間外労働の実施が考えられるす

べての事業場

への監督指導、

労働災害防止

の観点での監

督指導を行い、

長時間労働の

抑制や過重労働の

解消、労働災害の

防止に向けて取り

組みました。

法違反率が高い業種は、運輸交

通業89.5%、製造業72.1%、建設

業59.0%となっ

ており、主な

違反内容は、

安全対策の未実施225件、違法な

時間外労働207件等となっていま

す。

宮崎労働局及び各労働基準監督

署では、今後も安心、快適に働く

中城宮崎安定所長による新規学卒者

を取り巻く労働市場の説明や、宮崎

県総合政策部人権同和対策課加治屋

主査による公正採用選考に係る留意

点等に関心を寄せられていました。

説明会後半では、企業担当者が各

高校ブースを巡回して、名刺交換等

も行われ、盛況のうちに閉会しまし

た。

ことができる環境づくりを目指し

て、労働条件の確保・改善、労働

者の安全と健康の確保等の対策を

強力に推進していきます。

定期監督等とは

定期監督、災害時監督、

災害調査のことで、定

期的または労働災害発

生等の各種情報を契機として事業

場に立入調査を行うもので、法違

反が認められた場合には、事業主

に対して改善するよう行政指導や

行政処分を行います。
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申告と納付は早めに

労働保険の年度更新
－労災保険・雇用保険－

6月1日～7月10日

口座振替による納付が便利です

平成29年定期監督等結果 約６割を勧告指導

高卒予定者の採用等求人受理説明会を開く
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労働保険の申請は、
カンタン・便利な電子申請で！
年度更新期間中、

労働保険徴収室(09

85-38-8822)で電

子申請体験コーナー」

を設置します。

30年度ｽローガン

新たな視点でみつ
める職場 創意と
工夫で安全管理
惜しまぬ努力で築
くゼロ災
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５月10日発行の宮崎日

日新聞の「歩廊」で

「GOGO宮崎労働局」

が紹介されました。

多様な選考・採用機会の拡大に向

けて、宮崎労働局は、５月14日及び

21日に県内主要経済４団体を訪問し、

「若者雇用促進法の指針」及び「年

齢にかかわりない転職・再就職者の

受入れ促進のための指

針」の趣旨に対するご

理解、周知啓発へのご

協力を要請いたしまし

た。

かつてない有効求人倍率の高まり

の中、県内企業の多くは人材確保に

頭を悩ませている現状に対し、地域

限定正社員制度

の普及や、転職

が不利にならな

い柔軟な労働市

場や企業慣行の

確立を図ること

により、必要な

人材の確保や生

産性の向上が期

待されることか

ら、こういった

機運の醸成を図るため、今回の要請

活動を実施したところです。

また、今回の要請活動に併せ、

「労働者派遣法における受入期間制

限ルール」「雇用保険手続の際のマ

イナンバー届出徹底」

「平成30年６月の高年

齢者雇用状況報告変更

点」「生産性向上に向

けた労働関係助成金の活用」など、

様々な課題についても、リーフレッ

ト等を交え周知を図るとともに、各

団体としても「できることは協力し

ていきたい」として、幅広く意見交

換を行いました。

4月25日、都城ケーブルテレビ制

作の「働く人を守る法」を題材にし

た番組の収録で、丸山雇用環境・均

等室長がコメンテーターとして出演

しました。

厚生労働省作成のまんが『知って

役立つ労働法Q&Aこれってあり？』

を題材に、労働条件通知や、有給休

暇等事例を取り上げ、解説を行いま

した。「働いている人、特にこの春

社会人になった方や、アルバイトの

学生さんにもぜひ手に取ってもらい、

労働法について知ってもらいたい」

と番組を通して伝えました。
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スタジオで収録する丸山雇用環境・均等室長（右）

こと、②リフレッ

シュ休暇や年休の

計画的付与を積極

的に導入している

こと、③女性活躍

推進プロジェクト

チームを発足させ

てアンケートを実

施するなど、働き

やすい職場づくり

を目指し、取組を

行っているとのことでした。

さらに、退職した労働者が家庭環

境等に応じ多様な形態で再就業でき

るようアシストスタッフ制を導入し

たり、契約社員から正社員への登用

制度なども活用しているとのこと。

田局長から田川社長に対し更なる

取組の推進をお願いしました。

５月10日、 田宮崎労

働局長が株式会社宮崎観光

ホテルを訪問。田川勝美社

長から同社が進める「働き

方改革」への取組について

お話をお伺いしました。

同社では、①所定休日を

月７日から１日増加させた
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多様な選考・採用
の拡大に向けて

働き方改革

この番組に

出演しました


